大事なお知らせです。施設長さまは必ず通読してください。東京都社会福祉協議会


東社協　福祉施設経営相談室だより№４１平成１７年８月３０日
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Eメール        keieisoudan@tcsw.tvac.or.jp
社会福祉法人等への地方税課税問題について（続）
現在、東京都内の老人福祉施設等において、平成11年11月16日付「11主資計第249号、東京都主税局長通知」（全文は東社協Ｈ・Ｐ掲載）の運用をめぐって、様々な問題が生じていることは本だより№４０（平成18年8月17日）にてお知らせしたところです。

こうした事態を受けて、東社協は東京都福祉保健局に善処方を要請し、下記により東京都主税局の見解を得ましたので、お知らせいたします。
記

１　現に社会福祉施設の用に供している固定資産の非課税について

　地方税法第348条及び同施行令第49条の12第2項以降における非課税要件に社会福祉法人等が設置する「社会福祉施設の用に供する固定資産」が列挙されており、社会福祉施設の用に供していることが確認されれば非課税となる。

＜東社協コメント＞

以上のことから、東社協としては福祉施設経営相談室だより№４０にて要請したとおり、社会福祉施設として認可面積に含まれているものは名称の如何を問わず当然に非課税範囲との見解はもちつつも、図面及び建物表示について、使用実態を反映した適切な表示が必要と考えますので、表示変更をお願い申し上げます。「職員用調理室、職員用食堂、職員用浴室、職員用更衣室、職員専用便所、職員用福利厚生室、図書館、会議室、売店、車庫、福祉施設以外の倉庫等」の表示は可能な限り、避けてください。なお、この表示変更は使途変更には該当しませんので、東京都福祉保健局への変更届は不要です。また、都税事務所は、用途によって非課税とする立場ですから、施設の新築、改築年以外の随時実施の固定資産調査があった場合においても、施設の用に供していることの説明を十分行ってください。なお、都内社会福祉施設に対し、一斉に固定資産調査が実施されるわけではありません。
２　これから社会福祉施設の用に供する予定である固定資産の減免について

２の(１)　社会福祉施設の新規創設、改築年にあたっては、主税局（都税事務所）は固定資産調査を行うこととしている。

２の(２)　前記調査に際しては、「11主資計第249号、東京都主税局長通知」にある「老人福祉施設等に係る減免対象資産の具体例」は、用途減免を現場（都税事務所）が判断するために例示列挙したものであり、当然に限定列挙ではない。前記非課税と同様に社会福祉施設の用に供していることが確認されれば減免対象となる。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（参考：「課税の免除」と「非課税」の違いについて）本来は、賦課期日の１月１日に社会福祉施設の用に供していない固定資産は課税となりますが、開設年の１月１日には殆どの社会福祉施設は未開設であり、社会福祉施設の用に供していないことから課税対象となっています。しかし、少子高齢社会対策を推進するという観点から、特養、保育所等については、減免申請に基づき政策的に課税を免除することとしています。

これに対し開設年の翌年からは、社会福祉施設の用に供しているので地方税法第348条及び同施行令第49条の12第2項以降における非課税要件に該当し、本来的に非課税となります（１回だけ非課税申告を行う）。

（参考：土地の所有者と用途による非課税の関係について）固定資産税の非課税は「社会福祉施設の用に供する」という用途に着目しての非課税であり、社会福祉法人以外の法人又は個人が自己所有地を施設の用に供する場合も対象になります。また、社会福祉法人以外の者の所有地を賃借して社会福祉事業が行われている場合も当該土地の固定資産は非課税になり得ますが、この場合は当該固定資産を無償で施設の用に供している場合に限られています。

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

【緊急対応事項】相談室だより№４０発行後、本相談室に対して、多くの社会福祉法人から毅然として対応を行ったとの情報提供がある一方、少数ですが「職員更衣室に課税されている」（特養）等の実態も明らかになりました。

本来非課税であるのに対し施設の一部でも納税（固定資産税、償却資産税）している場合は、納税額の多寡を問わず、過去５年間分の納税取消（還付）を当該機関に要請していただきたいと存じます。

また、本来減免であるのに対し施設の一部でも納税（固定資産税、償却資産税、不動産取得税）している場合も、過去５年間における１回の課税に対し、納税取消（還付）を当該機関に要請していただきたいと存じます。

さらには、こうした地方税課税問題が生じた時は、遅滞なく、本会の福祉施設経営相談室にご一報いただき、協議しながら所要の対応を行って参りたいと存じます。どうぞ、ご遠慮なく、ご相談ください。
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以上のことから、だより№４０にて要請したとおり建替及び新築中の図面及び建物表示については、実態を反映した適切な表示への変更をお願い申し上げます。「職員用調理室、職員用食堂、職員用浴室、職員用更衣室、職員専用便所、職員用福利厚生室、図書館、会議室、売店、車庫、福祉施設以外の倉庫等」の表示は可能な限り、避けてください。


また、都税事務所としては原則、用途によって減免する立場ですから、施設の新築、改築後の調査において、施設の用に供していることの説明を十分行ってください。


なお、減免対象施設は特養、保育園等に限定されており、支援費施設等は減免対象となっていません。
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